平成27年度　第3回彦根市公共下水道事業審議会　開催結果（議事概要）
1． 日時　平成28年1月8日（金）
2． 場所　彦根市民会館　3階　第2会議室
3． 出席者（順不同）

　　　〈委員〉8名

　　　　中村　傳一郎
　　　　横山　幸司
　　　　間　文彦

　　　　丸尾　雅啓

　　　　長崎　敏雄

　　　　鈴木　健氏

　　　　田中　美代子

　　　　渡邊　美幸

　　　〈事務局〉11名
　　　　上下水道部：疋田部長、寺嶌次長

　　　　上下水道総務課：鹿谷課長、野村課長補佐、林沼副主幹、藤本

　　　　下水道建設課：宮腰課長、荒北課長補佐、辻副主幹

　　　　上下水道業務課：田口課長、荒川課長補佐

4． 議事概要
　　　　　　　〈彦根市公共下水道事業・第5期経営計画（素案）について〉
事務局　　　　　会議の成立要件の確認。8名中8名の参加により成立を報告。
事務局　　　　　配布資料の確認を実施し、議事の進行を会長に依頼。
会長　　　　　　挨拶。前回までの振り返りの説明。本日の議題、彦根市公共下水道事業の第5期経営計画（素案）整備計画及び財政収支計画についての審議開始に伴い、事務局から説明を依頼。

事務局　　　　　第5期経営計画の整備及び収支計画について説明。配布資料の確認。彦根市公共下水道事業・第5期経営計画（素案）整備計画及び財政計画（収支計画）について説明。財政計画のそれぞれの語句、内容について説明を行った。その後パターン１（一般会計繰入金を25億を上限とした計画）とパターン２（資本費平準化債を借入限度額まで発行する計画）の違いについて説明。市としては、交付税措置があるため、パターン２を優先して考えていきたい旨説明。

会長　　　　　　下水道事業を実施するのに、交付金と市債がベースになっているが、今までは彦根市に借金が多く、厳しい財政状況であったが、市債の残高が10年で100億以上減り、実質公債費率も下がり健全経営になってきている。パターン１と２を比較すると一般会計の繰入金が7億程減ると説明があったが、一般会計ではその7億を原資として、交付金等も活用し、数倍の事業を実施できるというメリットはある。
委員　　　　　　社会資本整備総合交付金は何年かの枠組みの中で要望していくはずだが、その期間はどうなっていますか。
事務局　　　　　計画期間は5ヶ年で今回の第5期経営計画期間と同じ期間が対象となっています。
委員　　　　　　社会資本整備総合交付金の要望額は第4期と同じ額ですか。
事務局　　　　　第4期より整備面積の目標値があがっているので、要望額も増えています。

会長　　　　　　社会資本整備総合交付金は、道路や河川といった他事業に流用が可能な自由度の高い交付金であると思うが、現実としてそのような柔軟性をもって事業をおこなっていますか。
事務局　　　　　要望している計画については、道路事業、河川事業のように様々な要望ではなく、汚水事業と雨水事業（浸水）に限った中で要望しているので、汚水と雨水間でやりくりは出来るかと思いますが、その他の事業に回すことはできないのが現状です。
会長　　　　　　それは国が下水道のみ計画を別にしているのですか？

事務局　　　　　下水と浸水のみ別枠になっているので、先ほどの説明のとおりになります。

会長　　　　　　わかりました。今回の収支計画については、パターン２を採用して、市の負担を減らし、同じ効果を発揮する方法で進めていってはどうかと考えるが、各委員の皆様ご意見等はございますか。
事務局　　　　　市の財政当局との協議時に、今後彦根市は国体等の大型事業が多く、事業の原資が必要であるため、下水道事業では、交付税措置のある資本費平準化債の借入を増やすよう指示もあった。また、現在は金利も低い為、起債をする事についても特段問題ないという判断であった。そういった意見もあり、当課としてもパターン２で進めていこうと考えています。
委員　　　　　　下水道に回すお金が減る事で、市の他の事業が進むという理解で良いか。

事務局　　　　　そのとおりです。

会長　　　　　　彦根市は限られた期間の中で様々な事業が目白押しであるため、事務局の提案のとおり、パターン２で進めてよろしいでしょうか。

全員　　　　　（意義なし）

会長　　　　　　第4期整備計画の実績の資料があるが、第4期の建設事業費と第5期の建設事業費を比較した場合、1haあたりの整備費用に変化はありますか。

事務局　　　　　総事業費については、汚水・雨水の事業費になっていますが、汚水事業費について精査すると、第4期よりも第5期の方が事業費を若干安く抑えられる予定です。ただし、雨水事業費が大幅に増えているので、総事業費でみるとほぼ同じという事になります。
会長　　　　　　実績よりも汚水に関しては、第5期は安くいけるという事ですね。

事務局　　　　　建設も上流域に入っていきますし、建設コストは極力抑えるよう努力はしていきたいと考えています。
会長　　　　　　今後事業を進めていく中でネックとなるようなものはありますか。
事務局　　　　　一つの大きな問題は、交付金の確保です。建設費は補助事業だけでは出来ない事が多く、単独費がついてくるので、交付金がついてこないと整備がすすめられない事になるので、交付金の確保が重要です。もう一点は、コミプラの接続について住民理解を得られスムーズに進むかどうかという点が懸念されます。

会長　　　　　　国から要望額以上に交付金が充てられた場合、それに対応できるように考えていただきたい。ネックになる部分については、職員負担が増えることが考えられますし、予め手をうって、計画どおりの仕事が出来るようにしてもらいたい。お金がついてから動くという形では遅い。地元との調整等もしてすすめてください。
会長　　　　　　収支計画については、ご意見がないので、これでとりまとめしてよろしいか。

全員　　　　　（意義なし）
会長　　　　　　前回までの審議会の中で何か質問はありませんか？

委員　　　　　　国からの交付金が多くなった場合に、職員や業者等のマンパワーが不足する恐れがあると思うがどうお考えですか。

事務局　　　　　たしかに建設業者数は減ってきています。また、地域の交通網や上水道の仮設等のライフラインの確保も問題となってきます。単年度で使えきれない部分も出てくる可能性はあります。

委員　　　　　　整備面積だが、4期は計画と実績に乖離があるのは何故か。また、5期の計画数値が4期より多い事について問題はないのか。

事務局　　　　　4期の乖離については、実際についた交付金が要望額より少なかったため、整備面積も計画よりも少なくなっている。5期の計画については、交付金が確保できれば、計画どおりの面積を整備していく事を目標としています。
委員　　　　　　今後、建設が終わって維持管理の時代に入ると思いますが、使用料については整備が終わった段階でどのくらいの金額が確保できますか。
事務局　　　　　5期計画の中では、使用料の改定は含んでおらず、このまま整備がすすめば計画通りの使用料は確保できると考えています。諮問の中で、公営企業化についての審議をお願いしているが、下水道事業は32年4月までには法適用するように総務省より通知がきているので、市としては32年4月を目途に移行を考えている。維持管理費については、下水道管や施設の資産の総額や減価償却費を算出し正確な値を出す必要がある。そうして実際の汚水処理にかかる経費がいくらになるかということを判断し、不足分が判明した段階で使用料改定の話に進んでいきたいと考えています。
委員　　　　　　第4期まででコミプラに対しての接続率はどうでしたか。

事務局　　　　　第4期は10施設の接続を考えていたが、実績としては8施設の接続となりました。

会長　　　　　　２つ残る理由はなんですか。

事務局　　　　　住民同意が得られない事が一番の原因です。また、切り替える事によって使用料があがる事を懸念されているケースもあります。
委員　　　　　　旭森もコミプラが多いので、接続の同意が得られない場合も出て来ると思いますが、それに対する施策は何かありますか。

事務局　　　　　住民の方に順次説明会を開いて、理解を得る方法をとることが一番だと考えています。また新しい施設であっても、施設の維持管理負担が大きいので下水道の接続を希望される方も多いです。
委員　　　　　　コミプラの土地利用についてですが、宅地整備しようとすると相当なお金がかかると聞いているが、躊躇されるケースはありますか

事務局　　　　　たしかに費用はかかると聞いているが、持ち主によって様々な対応をされているので、一概に言えません。
委員　　　　　　第5期の方が整備をたくさん計画しているが、国が交付金をつけてくれる確約はあるのか。また、彦根市はまだまだ建設を進めないといけない状況だが、他市は整備が終わって、耐震や維持管理に移行しており、そのような事業に対しては交付金がついてくるようだが、建設のための交付金はなかなかつかないと聞いている。本当に要望どおり交付金は確保できるのですか。

事務局　　　　　国との約束はありませんが、社会資本の計画は出していますし、今までした事がないような地方整備局や国交省への要望活動も実施しておりますので、交付金の確保には積極的に取り組んでいます。しかし、国は雨水や災害対策にシフトしている部分があるので、計画どおりにいかない場合もでてくると考えています。
会長　　　　　　予算の確保には熱意が必要であり、要望しない所にはくれませんので、要望活動を実施されていると、資金が余った時に交付金がまわってくること事があるので、是非今後も続けていただきたい。
会長　　　　　　続いて質問しますが、維持管理体制の充実の部分において、地震時の緊急輸送路については何路線くらいを計画されていますか。またマンホールトイレについては、どこに設置されますか。
事務局　　　　　路線については、滋賀県が指定している1次の緊急輸送路、2次の緊急輸送路（8号線、上郷彦根線、湖岸道路等）、の車道に設けてあるマンホールについて確認したところ、104箇所中の54箇所について地震時におこる液状化により浮上の恐れがあるため、浮上防止対策を今年度から実施していく予定です。マンホールトイレについては再来年から次年度への2箇年で対応していこうと考えています。具体的な設置検討箇所については、城東・佐和山・平田学区で考えております。
会長　　　　　　他に何かご意見等はございますか。ないようであれば、事務局から説明があったとおりに進めていきたいと思いますので、委員の皆様よろしいでしょうか？

全員　　　　　（同意）
会長　　　　　　答申案については、最終的に事務局と私の方で調整しすすめたいと思います。
事務局　　　　　会長から説明頂いたように、答申案をまとめ、まとめた素案を皆様に送付し、ご意見をいただく。市長に答申する際には連絡差し上げます。市長に答申した後に第5期経営計画を作成し、パブリックコメントを求める事とします。パブリックコメントの意見を付随し、第5期経営計画を策定。パブリックコメントに対する意見については、事務局で対応します。

会長　　　　　　それでは本日の会議を終了いたします。
